
平成30年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成30年度決
算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を算定したところ、健全
化判断比率は、いずれの指標も財政の早期健全化を図るべき基準であ
る早期健全化基準を下回った。公営企業会計等に係る資金不足比率に
ついても、資金不足が生じた会計はなかった。

１．健全化判断比率

指 標 本県の数値 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － ３.７５％ ５％

連結実質赤字比率 － ８.７５％ １５％

実質公債費比率 １３.２％ ２５％ ３５％

将来負担比率 252.3％ ４００％

２．資金不足比率

会 計 名 本県の数値 経営健全化基準

病院事業会計 －

２０％

電気事業会計 －

水道事業会計 －

工業用水道事業会計 －

地域開発事業会計 －

流域下水道事業特別会計 －

港湾施設特別会計 －

工業用地等管理特別会計 －

（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－」表示としている。

（注）全ての会計について、資金不足がないため「－」表示としている。

１



２

３．実質公債費比率

★ 公債費相当額

H28 H29 H30

地方債の元利償還金（特定財源充当分を除く） ① 81,383 80,302 79,181

地方債の準元利償還金　② 12,172 12,474 12,187

基準財政需要額に算入された公債費　③ 61,574 61,201 60,659

　 分子　　④　（①＋②－③） 31,981 31,575 30,709

★ 標準財政規模－基準財政需要額に算入された公債費

H28 H29 H30

標準財政規模　　⑤ 299,025 297,566 297,566

基準財政需要額に算入された公債費　　⑥ 61,201 61,201 60,659

分母　　⑦（⑤－⑥） 237,824 236,365 236,907

H28 H29 H30

実質公債費比率（単年度）　　④／⑦ 13.5% 13.3% 13.0%

実質公債費比率（３ヵ年平均） → 13.2%

昨年度 13.2%

４．将来負担比率

★ 将来負担額

数値 ポイント

地方債の現在高 1,213,261 512.1

債務負担行為に基づく支出予定額 200 0.1

公営企業債に充てる一般会計等からの繰入見込額 28,269 11.9

退職手当負担見込額 114,535 48.3

設立法人の負債額等負担見込額 10,423 4.4

　・富山県道路公社 0 0.0

　・第３セクター等（富山県農林水産公社等） 10,423 4.4

計（将来負担額）　　① 1,366,688 576.9

★　将来負担額への充当可能財源等

数値 ポイント

充当可能な基金 66,050 -27.9

充当可能な特定の歳入（公営住宅賃貸料等） 4,993 -2.1

基準財政需要額算入見込額 697,893 -294.6

計（充当可能財源等）　　② 768,936 -324.6

★ 標準財政規模－基準財政需要額に算入された公債費

数値

標準財政規模　　③ 297,566

基準財政需要額に算入された公債費　　④ 60,659

分母　　⑤（③－④） 236,907

将来負担比率　　（①－②）／⑤ → 252.3%

昨年度 254.9%

早期健全化基準 25%

財政再生基準 35%

早期健全化基準 400%



一 般 会 計

一般会計等

特

別

会

計

物品調達等管理特別会計

収入証紙特別会計

母子父子寡婦福祉資金特別会計

中小企業活性化資金特別会計

就農支援資金特別会計

沿岸漁業改善資金特別会計

林業振興・有峰森林特別会計

奨学資金特別会計

公共用地先行取得事業特別会計

公債管理特別会計

「元富山県営水力電気並鉄道事業」資金特別会計

国民健康保険特別会計

公営事業
会計

う
ち
公
営
企
業
会
計

病院事業会計

電気事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

地域開発事業会計

流域下水道事業特別会計

港湾施設特別会計

工業用地等管理特別会計

健全化判断比率及び資金不足比率等の対象

【参考１】

一部事務組合 （本県該当なし）

地方公社

第三セクター

等

富山県道路公社

富山県農林水産公社

富山県信用保証協会

富山県新世紀産業機構 等

※公営企業会計
ごとに算定
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健全化判断比率及び資金不足比率の概要

【参考２】

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

・一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋(支払繰延額＋事業繰越額)

・標準財政規模 ＝ 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されると見込まれる地方税や普通交付税などの

経常的一般財源の額（臨時財政対策債を含む）

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額（①＋②）－（③＋④）

標準財政規模

① 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

② 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

③ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

④ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・準元利償還金：①から⑤までの合計額

① 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における１年
当たりの元金償還金相当額

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと

認められるもの

③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の

財源に充てたと認められるもの

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

⑤ 一時借入金の利子

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率

(３か年平均)

４



将来負担比率 ＝

将来負担額 －（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る
基準財政需要額算入見込額）

・将来負担額：①から⑧までの合計額

① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

④ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

⑥ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の

当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑦ 連結実質赤字額

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見込額

・充当可能基金額：①から⑥までの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・資金の不足額：「 法適用企業 」＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

地方債の現在高－流動資産）－ 解消可能資金不足額

「法非適用企業」＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源

に充てるために起こした地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額

※ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合に

おいて、資金の不足額から控除する一定の額。

※ 宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

・事業の規模：「 法適用企業 」＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額

「法非適用企業」＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額

※ 指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」(調達した資金規模)を

示す資本及び負債の合計額とする。

資金不足比率 ＝
資金の不足額

事業の規模

５


